
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

○ 経常経費 ● 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 0 1,828,200 1,432,366 1,835,400

事業費

の内訳

令和3年度決算

【事業費】
初回支給額７９８，４２０千円、再支給額３７９，５００千円、付加給付額（一般財源）５０，５１０千円
【事務費】
１８９，５３５千円

令和4年度予算

【事業費】
初回支給額及び再支給額合計１，５８３，３７７千円、付加給付額（一般財源）１９２，０００千円
【事務費】
４５，６２３千円

人工 0.0 1.0 2.0 2.0

人件費 0 7,200 14,400 14,400

事業費 0 1,821,000 1,417,966 1,821,000

うち特定財源 0 1,821,000 1,417,966 1,629,000

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

令和4 年度

関連法令・条例・
要綱等

札幌市新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金支給事業実施要綱
札幌市新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金付加給付支給要綱

他都市の状況

都道府県、市（特別区を含む。）及び福祉事務所を設置する町村で実施

実施結果

自立支援金制度が開始された２０２１年７月から２０２２年３月末までの申請件数は５，６９８世帯である。このうち、
常用就職をした世帯は２９４世帯、また、自立支援金支給後に生活保護開始となった世帯は２５世帯である。また、
支給決定件数は１４，９８６件であり、そのうち求職活動報告書件数は１１，１９８件である。

事業実施における
工夫点

・求職活動等要件におけるハローワークとの連携について、利用方法に係るリーフレットを、申請者等に対して情
報提供を行った。（プッシュ型で自立支援金の対象者に申請の案内等を送付する際に同封）
・各区保護課と適宜情報共有を行い、自立支援金の適正な支給事務を行った。

対象者 総合支援資金の再貸付が終了する等、特例貸付を利用できない世帯 開始 令和3 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

自立支援金は、緊急小口資金等の特例貸付をこれ以上活用できない方々の生活再建に対して支援を行うもので
あり、単に生活費を支援するものではなく、新たな就労や生活保護の受給に円滑に移行するための支援として行
う。

長期

令和４年度（Ｒ４．１２．３１まで）の事業であること、また、支給期間は最大で６カ月間（初回支給３カ月＋再支給３カ
月）であることから、長期的な目的は馴染まない。

取組内容

新型コロナウイルス感染症による影響が長期化する中で、既に総合支援資金の再貸付が終了するなどにより、特
例貸付を利用できない世帯に、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金（以下「自立支援金」という。）を
支給する。
※本市の独自の政策として、再支給世帯を対象に「月額１万円×３カ月」を支給する付加給付を独自財源（ささえ
あい基金）により行っている。
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◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

○ A ○ B ○ C ● 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ○ 現状維持 ● 休止・廃止

○ 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ● その他

千
円

今回の評価

評価の理由
新たな就労に円滑に移行するための支援を行った結果、１１，１９８件（支給決定件数に対する割合７５％）の
求職活動報告書の提出があったため。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

令和４年度（Ｒ４．１２．３１まで）の事業のため、次年度の取組はない。

予算
令和４年度（Ｒ４．１２．３１まで）の事業のため、次年度の取組はない。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

なし
見直し効果額

（前年度）
0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

支給決定件数１４，９８６件に対する求職活動報告書件数１１，１９８件の割合が７５％である。ハローワークと
の連携をさらに強化することで、申請者が求職活動を行う機会が増え、求職活動報告書の提出割合が増加
し、最終的には、常用就職数の増加につながると考える。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

書類受付、問い合わせ、書類の送付、一次審査等を業務委託とし、二次審査・支給決定等は保護
自立支援課が行っている。業務委託先が申請を受理してから保護自立支援課が二次審査・支給
決定等をするまでに概ね３，４営業日程度を要している。最終的には、申請から２週間程度で口座
に振り込まれることから、迅速に支給できており適切である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

上述のとおり、概ね申請から２週間程度で支給されており、対象者のニーズに応えている。また、
これらのスケジュールに対するクレーム等はほとんどない。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

申請件数については、当初の予定１，９８５世帯に対し、約２．９倍の５，６９８世帯であった。（申請
期限延長による）
求職活動報告書件数については、厚生労働省から目標となる数値が示されていないことに加え、
令和３年度に新たに始まった事業であることから目標を立てることができないため、事業の成果を
判断することは困難である。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

当初、想定していた事業規模（申請期間がＲ３．７～Ｒ３．８末まで）に対し、度重なる延長が続い
ているため規模を適否を判断することは困難である。
（参考）
初回支給については、社会福祉協議会から提供を受けているリストに従い、申請書様式を送付し
た数は２１，４７９件に対し、申請者数は３，６００件、申請率１６．８％。同様に再支給については、
２，８６８件に対し、２，０９８件、申請率７３．２％。特に初回支給の申請率は低調。

75%

項目 判定 理由

11198

成果指標２

指標名 支給決定件数（のべ世帯数）に対する求職活動報告書件数（のべ世

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

14986 19200

成果指標１

指標名 求職活動報告書件数（のべ世帯数）

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

5800

活動指標２

指標名 支給決定件数（のべ世帯数）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

4315

活動指標１

指標名 申請件数（世帯数）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

1985 5698


